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証券コード　2290
平成24年５月９日

株　主　各　位 　

　 静岡県沼津市岡宮寺林1259番地

　 米 久 株 式 会 社
代表取締役社長 藤 井 　 明

第43期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第43期定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使する
ことができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討
のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただ
き、平成24年５月22日（火曜日）午後５時までに到着するようご返送
くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成24年５月24日（木曜日）午前10時
２．場 所 静岡県沼津市上土町100－１
　 　 沼津リバーサイドホテル
　 　 ※本年より会場を変更しておりますのでご注意ください。
３．目 的 事 項 　
　 報 告 事 項 １．第43期（平成23年３月１日から平成24年２月29日まで）事

業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

　 　 ２．第43期（平成23年３月１日から平成24年２月29日まで）計
算書類報告の件

　 決 議 事 項 　
　 第１号議案 剰余金の処分の件
　 第２号議案 取締役６名選任の件
　 第３号議案 監査役３名選任の件
　 第４号議案 役員賞与支給の件
　 第５号議案 退任取締役に対する退職慰労金贈呈の件　

以　上


当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。
なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が

生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。
　アドレス　http://www.yonekyu.co.jp/
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成23年３月１日から
平成24年２月29日まで)

　

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度のわが国経済は、甚大な被害をもたらした東日本大震災の

影響、歴史的な円高の持続による企業収益の悪化、また、欧州債務問題に端

を発した国際金融不安の高まりなど極めて厳しい状況となりました。

食肉加工品業界におきましては、国の基準値を超える放射性セシウム検出

により急落した牛肉相場の回復の足取りは鈍く、豚肉・鶏肉相場も夏場以降

下落に転じ、国産食肉相場は総じて軟調に推移いたしました。販売面では、

震災後に一時的な需要の増加が見られたものの、消費者の節約志向は引き続

き強く、依然として厳しい状況で推移いたしました。

このようななか、当社グループは、第５次中期経営計画の初年度として、

計画の基本戦略に取り組みました。まず、「販売チャネルの拡大」では、平

成23年９月に当社として四国初の拠点となる四国営業所を香川県綾歌郡に、

平成24年２月には鹿児島県鹿児島市に南九州営業所を開設し両地域における

営業力を強化いたしました。また、新設の直販事業部が平成23年10月に通販

専用の自社サイトを立ち上げ、ｅコマースへ本格参入いたしました。次に、

「コンシューマ商品の増強」では、平成23年11月に中京地区を中心に本格的

なテレビコマーシャルの放映を開始し、当社ブランドの浸透を図るとともに

対象商品の売上を拡大いたしました。また、「デリカ商品の強化」では、新

商品を開発、積極的に市場投入するとともに、チルドコンシューマ商品の販

売を拡大いたしました。以上３つの基本戦略を推進する目的で平成23年４月

に開発事業部を立ち上げ、市場動向の調査・分析に基づいた商品開発体制を

強化いたしました。さらに、「経営管理体制の強化」では、前期から進めて

きた子会社の再編として、平成23年３月にハム・ソーセージ製造の米久デリ

カ㈱を米久かがやき㈱に合併するとともに、同じく平成23年３月にデリカ製

品製造のアンゼンフーズ㈱に㈱セブンフードサービスの事業を譲渡した上で

商号を米久デリカフーズ㈱に変更いたしました。

その他の重要施策として、平成23年８月に当社、三菱商事㈱、伊藤ハム㈱

３社共同出資の投資会社であるMIY㈱を通じて、中国最大の食料関連総合企業

である中糧集団有限公司（COFCO）の食肉事業に参画いたしました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は、1,407億96百万円（前期比3.5％

増）となりました。また、利益につきましては、営業利益が17億17百万円（前

期比10.5％減）、経常利益が20億18百万円（前期比0.9％増）、当期純利益が

13億59百万円（前期比11.4％増）となりました。
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なお、平成24年２月末に米久デリカフーズ㈱が、中華冷凍惣菜で高い技術

力、ブランド力を持つ㈱大龍の事業を譲り受けました。また、平成24年４月

に当社が東京都内に首都圏事務所を開設し、同エリアの顧客対応力を強化い

たしました。

　

セグメントごとの業績は次のとおりであります。

　

＜加工品事業＞

加工品事業では、ハム等において、これまで順調に数量を伸ばしてきたシ

ョルダーベーコンが減少したものの、主力の業務用ベーコンが大幅に増加し、

ハム等全体の売上高・数量は増加いたしました。

ソーセージでは、テレビコマーシャルを開始したコンシューマ商品の「御

殿場高原®あらびきポーク」を大幅に伸ばしました。加えて、既存の主力品

及び新商品群も好調に推移したことから、ソーセージ全体の売上高・数量は

増加いたしました。

デリカでは、コンシューマ商品が大幅に増加するとともに、外食やコンビ

ニ向けの業務用商品も好調に推移いたしました。これらにより、デリカ全体

の売上高・数量は大幅に増加いたしました。

以上の結果、加工品事業の売上高は570億95百万円、営業利益は37億23百万

円となりました。

　

＜食肉事業＞

食肉事業では、豚肉の国産相場は概ね前年並みの水準で推移したものの後

半は弱含みとなり、牛肉の国産相場は震災以降急落いたしました。前半高値

が続いた鶏肉の国産相場も、需給バランスの悪化により秋以降下落するとと

もに、輸入品の販売価格も低下いたしました。

販売面では、まず豚肉において、前期におけるアイ・ポーク㈱の事業拡大

と大洋ポーク㈱の設立により国産の数量が増加いたしました。また輸入品も

北米産冷蔵品を中心に伸ばし、全体の売上高・数量は増加いたしました。次

に牛肉においては、セシウム問題に加えて消費低迷の影響も受け、国産・輸

入品ともに減少し、全体の売上高・数量は大幅に減少いたしました。一方鶏

肉は、米久おいしい鶏㈱の処理羽数増により国産の数量が増加するとともに、

輸入品も大幅に伸長し、全体の売上高・数量は大幅に増加いたしました。こ

れらにより、食肉全体の売上高・数量は増加いたしました。

以上の結果、食肉事業の売上高は804億42百万円、営業利益は8百万円とな

りました。
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(2) 資金調達等についての状況

①　資金調達

記載すべき事項はありません。

②　設備投資

当社グループは、当連結会計年度において1,907百万円の設備投資を実施

いたしました。

その主なものとして、加工品事業では、当社富士工場をはじめ、米久か

がやき㈱、米久デリカフーズ㈱において生産設備更新等として486百万円の

設備投資を実施いたしました。また、食肉事業では、米久おいしい鶏㈱に

おいて鶏肉処理設備等に407百万円、農事組合法人広島県東部養豚組合にお

いて浄化槽等環境設備等に331百万円の設備投資を実施いたしました。

③　他の会社の事業の譲受

平成24年２月末に米久デリカフーズ㈱が、中華冷凍惣菜で高い技術力・

ブランド力を持つ㈱大龍の事業を譲り受けました。

④　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

当社は、中国国内における豚・鶏等の家畜生産と食肉処理・加工・販売

事業、並びに食肉輸入事業への参画のため、当社、三菱商事㈱、伊藤ハム

㈱３社共同出資の投資会社であるＭＩＹ㈱の株式を平成23年８月に取得い

たしました。

　

(3) 直前三連結会計年度の財産及び損益の状況

期　別
　
区　分

第　 40　 期
（平成20年度）

第　 41　 期
（平成21年度）

第　 42　 期
(平成22年度)

第　 43　 期
(当連結会計年度)
(平成23年度)

売 上 高(百万円) 172,613 168,717 136,049 140,796

経 常 利 益(百万円) 4,635 4,539 1,999 2,018

当 期 純 利 益(百万円) 1,001 2,863 1,220 1,359

１株当たり当期純利益 （円） 34.85 100.09 44.04 49.62

総 資 産(百万円) 83,903 61,371 61,262 63,610

純 資 産(百万円) 40,666 37,191 37,756 37,430

１株当たり純資産額 （円） 1,227.52 1,335.32 1,360.30 1,405.95
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(4) グループの対処すべき課題

国内外の社会経済情勢が大きく変化するなか、当社グループは、第５次中

期経営計画の基本戦略に基づき、当面対処すべき課題として以下の項目に取

り組んでまいります。

①　販売チャネルの拡大を推進

今後のさらなる販売数量拡大に向け、営業拠点の全国展開を行ってまい

ります。

また、ネット通販事業を中心とした直販事業を強化するとともに、外食・

コンビニへの取り組みを強化してまいります。

②　ブランド力の強化

コンシューマ商品の拡販に向け、各種メディアを積極的に活用し、当社

グループのブランド力を高めてまいります。

③　加工品製造拠点の拡充及び最適化

増大する販売量に対応すべく加工品製造拠点の拡充を図り、新規投資や

Ｍ＆Ａを積極的に推進してまいります。また、同時に物流効率を意識した

製造拠点配置の最適化も進めてまいります。

④　リスクマネジメントの強化

地震・台風などの自然災害、並びに家畜の疫病に対する対策を強化して

まいります。具体的には、生産拠点の複線化や情報システムのバックアッ

プ体制の構築、鳥インフルエンザ・口蹄疫等の予防対策として防疫体制の

維持・強化を図ってまいります。

　

(5) 企業集団の主要な事業内容（平成24年２月29日現在）

当社グループの主要な事業内容は次のとおりです。

加工品事業

ハム、ソーセージ、デリカの製造・販売

食肉事業

豚、牛、鶏肉の製造・販売

その他

外食

飲食店の経営

飲料

飲料の製造・販売

菓子等

菓子等の製造・販売　
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(6) 主要な営業所及び工場並びに使用人の状況（平成24年２月29日現在）

①　企業集団の主要拠点等

当社

　 本社・夢工場・沼津支店 静岡県沼津市

　 富士工場 静岡県長泉町

　 東京支店 埼玉県春日部市

　 大阪支店 兵庫県伊丹市

　 名古屋支店 愛知県一宮市

　 厚木支店 神奈川県厚木市

　 静岡支店 静岡県島田市

　 浜松支店 静岡県浜松市

　 森のビール工場 静岡県御殿場市

　

子会社

　 米久かがやき㈱ 埼玉県春日部市

　 米久デリカフーズ㈱ 静岡県沼津市

　 YONEKYU U.S.A.,Inc. アメリカ合衆国カリフォルニア州

　 米久おいしい鶏㈱ 鳥取県琴浦町

　 御殿場高原ビール㈱ 静岡県御殿場市

　

②　企業集団の使用人の状況

セ グ メ ン ト の 名 称 使 用 人 数

加工品事業 997（1,273）名

食肉事業 490 （307）名

その他 135 （154）名

全社（共通） 134 （29）名

合 計 1,756（1,763）名

（注）１．使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）内に外数で記

載しております。

２．全社（共通）として、記載されている使用人数は、特定の事業分野に区分できない管

理部門に所属しているものであります。
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(7) 重要な子会社の状況（平成24年２月29日現在）

会 社 名 資 本 金 出資比率(%) 主 要 な 事 業 内 容

　 百万円 　 　

米久かがやき㈱ 250 100.0 ハム・ソーセージ・デリカ製品の製造

　 百万円 　 　

米久デリカフーズ㈱ 430 100.0 冷凍デリカ製品の製造・販売

　 百万円 　 　
㈱日宏食品 36 100.0 ソーセージの製造

　 百万US＄ 　 　
YONEKYU U.S.A.,Inc. 10 100.0 ソーセージの製造

　 百万円 　 　

米久おいしい鶏㈱ 290 100.0 鶏肉の生産・加工・販売

　 百万円 　 　

アイ・ポーク㈱ 155 100.0 豚肉の加工・販売

　 百万円 　 　

㈱マルフジ 100 100.0 牛肉の加工・販売

　 百万円 　 　

大洋ポーク㈱ 100 100.0 豚肉の生産・加工・販売

　 百万円 　 　

農事組合法人広島県東部養豚組合 50
0.0
(注１)

養豚

　 百万円 　 　

御殿場高原ビール㈱ 200
84.3
(注２)

地ビールレストランの経営

　 百万円 　 　

㈱平田屋 290 100.0 菓子の製造・販売

（注１）農事組合法人広島県東部養豚組合については、持分はありませんが、実質的に支配して

いるため子会社としております。

（注２）御殿場高原ビール㈱については、米久デリカフーズ㈱及び㈱平田屋が保有する株式と合

わせた出資比率を表示しております。

（経過）米久デリカ㈱は、当連結会計年度において米久かがやき㈱と合併したため、当社の子会

社から除いております。

㈱セブンフードサービスは、当連結会計年度において米久デリカフーズ㈱（アンゼンフ

ーズ㈱より商号変更）に事業譲渡後に清算したため、当社の子会社から除いております。
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(8) 主要な借入先及び借入額（平成24年２月29日現在）

借 入 先 借 入 額

住 友 信 託 銀 行 ㈱ 520百万円

㈱ 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 325百万円

㈱ み ず ほ 銀 行 315百万円

（注）住友信託銀行㈱は、平成24年４月１日に三井住友信託銀行㈱に商号変更しております。

　

２．株式に関する事項（平成24年２月29日現在）

(1) 発行可能株式総数 45,000千株

(2) 発行済株式の総数 28,809千株

(3) 株主数 9,423名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

三 菱 商 事 株 式 会 社 6,786千株 25.53％

特定有価証券信託受託者　ソシエテジ
ェ ネ ラ ル 信 託 銀 行 株 式 会 社

1,132千株 4.26％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 750千株 2.82％

米 久 従 業 員 持 株 会 667千株 2.51％

伊 藤 忠 商 事 株 式 会 社 601千株 2.26％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 418千株 1.57％

住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 400千株 1.50％

ス ル ガ 銀 行 株 式 会 社 368千株 1.39％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口4) 326千株 1.23％

株式会社ゼンショーホールディングス 288千株 1.09％

（注）１．持株比率は、発行済株式の総数から自己株式（2,227,247株）を除いて計算しておりま

す。

２．住友信託銀行株式会社は、平成24年４月１日に三井住友信託銀行株式会社に商号変更

しております。

３．株式会社ゼンショーは、平成23年10月１日に株式会社ゼンショーホールディングスに

商号変更しております。
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３．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の状況（平成24年２月29日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 藤 井 　 明 　

取 締 役 桑 田 和 男 専務執行役員　管理本部長

取 締 役 中 西 安 廣 専務執行役員　営業本部長

取 締 役 宮 下 　 功
常務執行役員　経営企画室長
兼商品本部管掌

取 締 役 福 西 　 毅
常務執行役員　生産本部長
兼品質保証部管掌

取 締 役 種 本 祐 子 ㈱ヴィノスやまざき専務取締役ＣＯＯ

監　　査　　役(常勤) 百 崎 　 毅 　

監 査 役 大 川 康 平
弁護士
イー・ガーディアン㈱社外監査役

監 査 役 市 東 康 男
公認会計士
プレス工業㈱社外監査役

監 査 役 判 治 孝 之 三菱商事㈱農水産本部　戦略企画室長

（注）１．取締役種本祐子氏は、社外取締役であり、㈱東京証券取引所の有価証券上場規程第436

条の２に規定する独立役員であります。

　　　２．監査役百崎　毅、大川康平、市東康男及び判治孝之の４氏は、社外監査役であり、

　　　　　市東康男氏は、㈱東京証券取引所の有価証券上場規程第436条の２に規定する独立役員

であります。

　　　３．監査役市東康男氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有するものであります。

　　　４．当事業年度において、取締役の地位及び担当並びに重要な兼職の状況が次のとおり変

更されました。

氏 名 変 更 前 変 更 後 年 月 日

福 西 毅
取締役常務執行役員
生産本部長兼商品開発ユニッ
ト・品質保証部管掌

取締役常務執行役員
生産本部長兼品質保証部管掌　

平成23年
３月１日
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(2) 取締役及び監査役の報酬等

  ① 当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支給人員 支給額 摘 要

取 締 役 ６名 133百万円
うち社外取締役１名に対し、３百万円支給
しております。

監 査 役 ５名 22百万円
うち社外監査役５名に対し、22百万円支給
しております。

合 計 11名 156百万円
うち社外役員６名に対し、26百万円支給し
ております。

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成７年５月25日開催の第26期定時株主総会において年額200

百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成21年５月26日開催の第40期定時株主総会において年額30

百万円以内と決議いただいております。

４．報酬等の総額には、第43期定時株主総会において決議予定の役員賞与24百万円（取締

役24百万円）を含めております。

５．報酬等の総額には、当事業年度における役員退職慰労引当金の増加額13百万円（取締

役５名分12百万円(うち社外取締役１名分500千円）、監査役２名分１百万円（うち社

外監査役２名分１百万円））を含めております。

　
② 当事業年度に支払った役員退職慰労金

　　　平成23年５月24日開催の第42期定時株主総会決議に基づき、退任した社外

　　監査役１名に対し支払った役員退職慰労金は、50千円であります。
　
(3) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役種本祐子氏は、㈱ヴィノスやまざきの専務取締役ＣＯＯでありま

す。当社は㈱ヴィノスやまざきとは特別の関係はありません。

・監査役大川康平氏はイー・ガーディアン㈱の社外監査役であります。当

社はイー・ガーディアン㈱とは特別の関係はありません。　

・監査役市東康男氏はプレス工業㈱の社外監査役であります。当社はプレ

ス工業㈱とは特別の関係はありません。

・監査役判治孝之氏は三菱商事㈱農水産本部の戦略企画室長であります。

なお、三菱商事㈱は、当社の特定関係事業者（主要な取引先）でありま

す。
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②　当事業年度における主な活動状況

区　分 氏　名 当事業年度における主な活動状況

社外取締役 種 本 祐 子 取締役会10回

社外監査役

百 崎 　 毅 取締役会11回、監査役会11回

大 川 康 平 取締役会11回、監査役会11回

市 東 康 男 取締役会10回、監査役会10回

判 治 孝 之 取締役会９回、監査役会９回

（注）　上表は、当事業年度における取締役会及び監査役会への出席回数であります。なお、取

締役会の開催回数は11回、監査役会の開催回数は11回であります。

    ・社外監査役判治孝之氏は、平成23年５月24日開催の第42期定時株主総会に

　　　おいて新たに選任され就任いたしました。同日以降の当事業年度における

　　　取締役会及び監査役会の開催回数は、9回であります。　

　　・社外取締役種本祐子氏は、取締役会に出席し、その豊富な経験と見識に基

　　　づき、必要な発言を適宜行いました。

　　・各社外監査役は、取締役会に出席し、主に専門的な見地から公正な意見の

　　　表明を行いました。また、定期的に開催される監査役会に出席し、監査

　　　の方法その他の監査役の職務の執行に関する事項について、意見の表明を

　　　行いました。
　
③　責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基

づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が定める最低責任限度額

としております。
　

４．会計監査人に関する状況

(1) 名称 有限責任監査法人トーマツ
　
(2) 報酬等の額

　 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 46百万円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額

61百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、「当

事業年度に係る会計監査人の報酬等の額」には、これらの合計額を記載しております。
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２．公認会計士法第２条第１項の業務以外に、当社は会計監査人に対して、国際財務会計

報告基準（IFRS）に係る助言・指導業務等についての対価を支払っております。

　

(3) 解任または不再任の決定の方針

当社では、会社法第340条に定める監査役全員の同意による会計監査人の解

任のほか、会計監査人が職務の執行に支障があると認められる等の場合には、

監査役会の同意または請求により、会計監査人の解任または不再任を株主総

会の付議議案とすることを取締役会に提案する方針であります。

　

５．業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容

の概要

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

①　当社は、法令を遵守し健全に職務を執行する規範として、経営理念体系

及びコンプライアンス行動基準を掲げ、取締役及び使用人はその実効化

のために組織及び規程を整備し、教育指導並びに各組織の活動に組み込

み推進することとする。

②　コンプライアンス担当役員及びコンプライアンス委員会を設置し、コン

プライアンス全般の管理・監督を行なうとともに、疑義のある事案の是

正や再発防止策を検討・指導・実施する。また内部監査部門である監査

部がその職務として当社及び当社グループの各組織に対する監査を行な

い、コンプライアンス上疑義のある事実を発見した場合には直ちに報告

を行なう。これらの活動は定期的に取締役会、監査役会に報告されるも

のとする。

③　コンプライアンス問題に関する相談・通報体制としてホットライン制度

を設け、社内窓口及び第三者機関を直接の情報受領者とする通報システ

ムを整備し、公益通報の取扱に関する規程に基づきその対応を行なうこ

ととする。

　

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、取締役の職務執行に係る情報について、文書保存規程に基づき文

書または電磁的媒体に記録し、適切かつ確実に保存・管理する。取締役及び

監査役が、常時、これらの文書等を閲覧できる体制を維持するものとする。
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(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　当社は、企業にとってのリスクとは何かを認識し、社会からの長期的信

頼・信用を失うことのないよう、当社及び当社グループとして危機管理

を徹底する。また、ここでいうリスクとは、重大な事件・事故に起因す

る問題の発生及び社会情勢等外的要因の変化により企業経営または事業

活動が重大な損失を被るか、社会一般に影響を及ぼしかねないと予測さ

れる事態をいう。

②　危機管理体制の基礎として危機管理規程を定め、その規程に従い、管理

体制を構築する。また、危機管理委員会を設置し、リスクの把握・分析

及び対応策の検討に努めるとともに、顕在化した場合、迅速かつ適切な

対応を行ない、被害を最小限に食い止めることができる体制を構築する。

　

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制

①　当社は取締役会を定例開催するものとし、経営方針、経営計画及び経営

戦略策定に関わる重要事項等については、事前に役付執行役員等で構成

される経営会議にて十分な審議を行なうことにより取締役の効率的な業

務執行体制を確保する。

また、経営会議は決裁権限規程に定められた事項については、機動的に

その決裁を行なうものとする。

②　執行役員制度を導入し、取締役及び執行役員間の職務分掌を明確化する

とともに、各部門の事業戦略の執行状況を執行役員等で構成される経営

執行会議において確認・共有し、効率的かつ迅速に職務の執行が行なわ

れる体制を確保する。

　

(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

①　当社は、当社グループ全体の業務の適正を確保するため、グループ各社

に対する管掌部門を当社内に定め、各々の管掌部門が当社及びグループ

各社間の重要事項に関する協議、情報の共有化、指示・要請の伝達等が

効率的に行なわれる体制を構築する。

また、グループ各社社長が出席するグループ会社経営会議にて各社の重

要事項を審議し、同じくグループ経営連絡会において当社グループ全体

における情報の共有化を図るものとする。

②　当社取締役、本部長及びグループ各社の社長は、各社及び各部門の業務

執行の適正を確保するための内部統制の整備と運用に関する権限と責任

を有する。
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③　当社の内部監査部門である監査部は、当社及びグループ各社の内部監査

を実施する。その結果を社長に報告し、必要に応じて内部統制の改善策

の助言を行なう。

　

(6) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役から

の独立性に関する事項

①　当社は、監査役会に直属する使用人として監査役付を任命し、当該使用

人は監査役の指揮命令のもとに監査役の職務を補助する。

②　監査役の職務を補助する使用人は、取締役の指揮・監督を受けない監査

役会専属の使用人とする。

③　前項の使用人の任免等の人事に関する事項の決定には監査役会の同意を

必要とする。

　

(7) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告

に関する体制及びその他監査役の監査が実効的に行なわれることを確保す

るための体制

①　取締役及び使用人は、職務執行に関して重大な法令・定款違反もしくは

不正行為の事実、当社及び当社グループに著しい損害を及ぼすおそれの

ある事実を知ったときは、遅滞なく監査役会に報告しなければならない。

②　取締役及び使用人は、事業・組織に重大な影響を及ぼす決定、内部監査

の実施結果、ホットライン制度による通報状況及びその内容を遅滞なく

監査役に報告する。

③　監査役会は、代表取締役と定期的な会合を持ち、会社運営に関する意見

交換を行なうなど、意思疎通を図るものとする。

④　取締役会は、業務の適正を確保するうえで重要な会議への監査役の出席

を確保する。

⑤　監査役会は、必要に応じて独自に、弁護士、公認会計士その他の外部ア

ドバイザーを活用し、監査業務に関する助言を受ける機会を保証される

ものとする。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成24年２月29日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　 産　 の　 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

賃 貸 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

　

35,213

11,294

14,643

4,945

838

2,364

377

755

△5

28,397

20,387

8,865

2,407

171

8,471

118

259

94

2,102

1,183

919

5,907

4,417

31

371

79

1,054

△47

（負　 債　 の　 部） 　

流 動 負 債 23,528

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 18,078

短 期 借 入 金 478

未 払 金 1,599

未 払 法 人 税 等 662

未 払 消 費 税 等 215

賞 与 引 当 金 585

そ の 他 1,908

固 定 負 債 2,651

長 期 借 入 金 681

繰 延 税 金 負 債 816

退 職 給 付 引 当 金 471

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 120

債 務 保 証 損 失 引 当 金 67

そ の 他 494

負 債 合 計 26,180

　 　

　 　

（純　資　産　の　部） 　

株 主 資 本 37,249

資 本 金 8,634

資 本 剰 余 金 8,375

利 益 剰 余 金 21,976

自 己 株 式 △1,736

その他の包括利益累計額 123

その他有価証券評価差額金 319

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 39

為 替 換 算 調 整 勘 定 △235

少 数 株 主 持 分 56

純 資 産 合 計 37,430

資 産 合 計 63,610 負 債 ・ 純 資 産 合 計 63,610
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連 結 損 益 計 算 書

(平成23年３月１日から
平成24年２月29日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 　 140,796

売 上 原 価 　 121,234

売 上 総 利 益 　 19,561

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 17,844

営 業 利 益 　 1,717

営 業 外 収 益 　 　

受 取 利 息 ・ 配 当 金 25 　

賃 貸 不 動 産 収 入 76 　

そ の 他 307 409

営 業 外 費 用 　 　

支 払 利 息 27 　

賃 貸 不 動 産 費 用 49 　

そ の 他 32 109

経 常 利 益 　 2,018

特 別 利 益 　 　

投 資 有 価 証 券 売 却 益 456 　

補 助 金 収 入 239 　

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 66 　

そ の 他 136 898

特 別 損 失 　 　

固 定 資 産 除 却 損 56 　

関 係 会 社 出 資 金 売 却 損 155 　

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 144 　

災 害 に よ る 損 失 120 　

そ の 他 42 520

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 　 2,396

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 890 　

法 人 税 等 調 整 額 143 1,033

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 　 1,362

少 数 株 主 利 益 　 3

当 期 純 利 益 　 1,359
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連結株主資本等変動計算書

(平成23年３月１日から
平成24年２月29日まで)

（単位：百万円）

　
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成23年２月28日　残高 8,634 8,375 21,116 △956 37,169

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 　 　 △498 　 △498

当 期 純 利 益 　 　 1,359 　 1,359

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 △780 △780

自 己 株 式 の 処 分 　 △0 　 0 0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

　 　 　 　 　

連結会計年度中の変動額合計 － △0 860 △779 80

平成24年２月29日　残高 8,634 8,375 21,976 △1,736 37,249

　

その他の包括利益累計額
少数株主
持　　分

純資産合計その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損　　　益

為替換算
調整勘定

その他の包括利益
累計額合計

平成23年２月28日　残高 750 △17 △208 524 62 37,756

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 　 △498

当 期 純 利 益 　 　 　 　 　 1,359

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 　 　 △780

自 己 株 式 の 処 分 　 　 　 　 　 0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△430 56 △27 △401 △5 △406

連結会計年度中の変動額合計 △430 56 △27 △401 △5 △326

平成24年２月29日　残高 319 39 △235 123 56 37,430
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連　結　注　記　表

　

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数及び連結子会社の名称

・連結子会社の数 11社

・連結子会社の名称 ㈱日宏食品

　 米久かがやき㈱

　 米久デリカフーズ㈱

　 YONEKYU U.S.A.,Inc.

　 ㈱マルフジ

　 アイ・ポーク㈱

　 米久おいしい鶏㈱

　 大洋ポーク㈱

　 農事組合法人広島県東部養豚組合

　 御殿場高原ビール㈱

　 ㈱平田屋

　

（連結の範囲の変更）

・米久デリカ㈱は、当連結会計年度において米久かがやき㈱と合併したため、連結の範囲

から除外しております。

・㈱セブンフードサービスは、当連結会計年度において米久デリカフーズ㈱（アンゼンフ

ーズ㈱より商号変更）に事業譲渡後に清算したため、連結の範囲から除外しております。

なお、連結計算書類の作成に当たっては損益計算書のみを連結しております。

②　主要な非連結子会社の名称等

・主要な非連結子会社の名称 なし

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称

・持分法適用の非連結子会社または関連会社数

　 ２社

・会社等の名称 ときめきファーム㈱

　 MIY㈱

（持分法適用関連会社の変更）

・MIY㈱は、当連結会計年度において新たに株式を取得したため、同社を持分法適用の範囲

に含めております。
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②　持分法を適用していない関連会社の名称等

該当事項はありません。　

（持分法を適用していない関連会社の変更）

・前連結会計年度において持分法を適用していない関連会社の江蘇長寿集団友聯畜牧有限

公司は、当連結会計年度において保有する全出資持分の譲渡により関連会社に該当しな

くなったため、同社を持分法を適用していない関連会社から除外しております。

③　持分法適用手続に関する特記事項

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度

に係る計算書類を使用しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりです。

　 会 社 名 決 算 日

　 大洋ポーク㈱
11月30日

　 農事組合法人広島県東部養豚組合　

　 ㈱日宏食品

12月31日

　 米久かがやき㈱

　 米久デリカフーズ㈱

　 YONEKYU U.S.A.,Inc.

　 アイ・ポーク㈱

　 御殿場高原ビール㈱

　 ㈱平田屋

　 ㈱マルフジ
１月31日

　 米久おいしい鶏㈱

　

連結計算書類作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しており、連結決算日との

間に生じた重要な取引は、連結決算上必要な調整を行っております。
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(4) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

(ｲ) 有価証券

・その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

　 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定している）

時価のないもの 移動平均法による原価法

(ﾛ) デリバティブ 時価法

(ﾊ) たな卸資産

・商品・原材料 主として個別法による原価法（貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

・製品・仕掛品 主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

・貯蔵品 最終仕入原価法

②　固定資産の減価償却の方法

(ｲ) 有形固定資産（リース資産を除く）

　 当社及び国内連結子会社は定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については定額法によっており

ます。また、在外連結子会社は所在地国の会計基準

の規定に基づく定額法によっております。

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　 建物及び構築物　　　７年～31年

　 機械装置及び運搬具　２年～14年

(ﾛ) 無形固定資産（リース資産を除く）

・ソフトウェア 自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。

(ﾊ) 投資その他の資産（リース資産を除く）

・賃貸不動産 定額法

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　 建物及び構築物　　　７年～31年

(ﾆ) リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。なお、所有権移転外ファ

イナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が

平成21年２月28日以前のリース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。
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③　重要な引当金の計上基準 　

(ｲ) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討して回収不

能見込額を計上しております。

(ﾛ) 賞与引当金 従業員に支給する賞与の支出に充てるため、支給見

込額に基づき計上しております。

(ﾊ) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

　 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）による定額法によ

り費用処理しております。

　 数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定率法により算出した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理すること

としております。

(ﾆ) 役員退職慰労引当金 当社及び一部の国内連結子会社は、役員の退職慰労

金の支給に備えるため、内規に基づく連結会計年度

末要支給額を計上しております。

(ﾎ) 債務保証損失引当金 債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政

状態等を勘案し、損失負担見込額を計上しておりま

す。

④　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(ｲ) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外連結子会社の資産及び負債は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めております。

(ﾛ) 重要なヘッジ会計の方法

・ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。

・ヘッジ手段とヘッジ対象 手段：為替予約

　 対象：輸入仕入による外貨建買入債務及び外貨建予

定債務

・ヘッジ方針 為替相場変動リスクをヘッジするため実需に基づく

予定取引を対象として社内管理規程に基づく承認を

経て行っております。

・ヘッジの有効性評価の方法 為替予約取引については、ヘッジ対象の相場変動の

累計とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者

の変動額を基礎にして、ヘッジ有効性を評価してお

ります。
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(ﾊ) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

(5) のれんの償却に関する事項

のれんはその投資効果の発現する期間を個別に見積もり、発生日以後20年以内で均等償却

し、金額に重要性が乏しい場合には、発生年度に一括償却しております。

　

２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更

（持分法に関する会計基準及び持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用）

当連結会計年度より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号  平成20年３月

10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告

第24号  平成20年３月10日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

　　

（資産除去債務に関する会計基準等の適用）

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20

年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

21号 平成20年３月31日）を適用しております。

これにより、当連結会計年度の営業利益及び経常利益はそれぞれ11百万円減少し、税金等

調整前当期純利益は155百万円減少しております。

　

３．表示方法の変更

（連結損益計算書）

当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20

年12月26日）に基づき、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改

正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当

期純利益」の科目で表示しております。

　

４．追加情報

（包括利益の表示に関する会計基準の適用）

当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号  平成

22年６月30日）を適用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び「その他の

包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算

差額等合計」の金額を記載しております。
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５．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

　 現金及び預金 100百万円

　 投資有価証券 8百万円

　 計 108百万円

上記の物件について、営業取引保証（買掛金113百万円）の担保に供しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額　　25,028百万円

(3) 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対する保証

　 ㈲キロサ肉畜生産センター 2,876百万円

　 その他（２件） 191百万円

　 計 3,067百万円

　

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 28,809千株 －千株 －千株 28,809千株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,099千株 1,127千株 0千株 2,227千株

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加1,127千株は、取締役会決議に基づく自己株式の取

得による増加1,126千株、単元未満株式の買取りによる増加1千株であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少0千株は、単元未満株式の買増請求によるものであ

ります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

平成23年５月24日開催の第42期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 498百万円

・１株当たり配当額 18円

・基準日 平成23年２月28日

・効力発生日 平成23年５月25日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

平成24年５月24日開催の第43期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 478百万円

・配当原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 18円

・基準日 平成24年２月29日

・効力発生日 平成24年５月25日
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７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画等に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達して

おります。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀

行借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用

しており、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、主に取引先企業との業務に関連する株式であり、市場価格の変動リス

クに晒されております。また、取引先企業等に対し長期貸付を行っております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。一部外貨建

のものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、先物為替予約を利用してヘ

ッジしております。

短期借入金は主に運転資金を、また、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達を目的

としたものであります。

デリバティブ取引は、外貨建の営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的

とした先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、

ヘッジ方針、ヘッジの有効性評価の方法等については、前述の連結計算書類の作成のため

の基本となる重要な事項に関する注記「(4)　会計処理基準に関する事項 ④　その他連結

計算書類作成のための基本となる重要な事項　(ﾛ)　重要なヘッジ会計の方法」をご参照下

さい。

③　金融商品に係るリスク管理体制

(ｲ) 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

与信管理規程に従い、営業債権及び長期貸付金について、営業部門及び管理部門が取

引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するととも

に、必要に応じた担保の設定などにより、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把

握や軽減を図っております。

取引先企業の金融機関からの借入金等に対して債務保証を行っておりますが、債務保

証先の財務状況の確認や必要に応じた担保の設定などにより信用リスクを管理しており

ます。

デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機

関のみと取引を行っております。

(ﾛ) 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

外貨建の営業債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、原

則として先物為替予約を利用してヘッジしております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握

するとともに、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しており

ます。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内

ルールに従い、資金担当部門が決裁権限者の承認を得て行っております。　
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1)現金及び預金 11,294百万円 11,294百万円 －百万円

(2)受取手形及び売掛金 14,643 14,643 －

(3)投資有価証券             

その他有価証券 611 611 －

(4)長期貸付金 31 31 －

(5)支払手形及び買掛金 18,078 18,078 －

(6)短期借入金 170 170 －

(7)未払金 1,599 1,599 －

(8)未払法人税等 662 662 －

(9)長期借入金 990 993 3

(10)デリバティブ取引(*1) 65 65 －

(*1)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。　

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。

(3)投資有価証券

投資有価証券の時価は取引所の価格によっております。

(4)長期貸付金

長期貸付金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、

貸付先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似して

いることから当該帳簿価額によっております。

(5)支払手形及び買掛金、(6)短期借入金、(7)未払金、(8)未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

(9)長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。また、一年内返済予定長

期借入金が含まれております。

(10)デリバティブ取引

デリバティブ取引は全て先物為替予約取引であり、当該時価は取引金融機関から

提示された価格等によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

非上場株式（連結貸借対照表計上額3,806百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キ

ャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と

認められるため、「(3)投資有価証券」には含めておりません。
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８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,405円95銭

(2) １株当たり当期純利益 49円62銭

　

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表
（平成24年２月29日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　 産　 の　 部）

流 動 資 産

現 金 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

敷 金 及 び 保 証 金

賃 貸 不 動 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

　

30,049

8,933

58

13,565

4,692

84

1,782

116

222

273

320

△2

25,241

8,225

4,037

313

540

1

84

2,909

109

229

1,685

777

792

16

98

15,330

610

8,868

30

31

4,802

15

74

578

371

98

△150

（負　 債　 の　 部） 　

流 動 負 債 19,839

買 掛 金 16,944

未 払 金 744

未 払 費 用 1,363

未 払 法 人 税 等 130

未 払 消 費 税 等 90

賞 与 引 当 金 455

そ の 他 111

固 定 負 債 660

繰 延 税 金 負 債 62

退 職 給 付 引 当 金 24

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 80

債 務 保 証 損 失 引 当 金 67

そ の 他 426

負 債 合 計 20,499

　 　

　 　

　 　

（純 資  産  の  部） 　

株 主 資 本 34,431

資 本 金 8,634

資 本 剰 余 金 8,377

資 本 準 備 金 8,377

そ の 他 資 本 剰 余 金 0

利 益 剰 余 金 19,155

利 益 準 備 金 537

そ の 他 利 益 剰 余 金 18,618

配 当 準 備 積 立 金 920

固定資産圧縮積立金 30

別 途 積 立 金 10,990

繰 越 利 益 剰 余 金 6,678

自 己 株 式 △1,736

評 価 ・ 換 算 差 額 等 359

その他有価証券評価差額金 319

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 39

純 資 産 合 計 34,790

資 産 合 計 55,290 負 債 ・ 純 資 産 合 計 55,290
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損　益　計　算　書

(平成23年３月１日から
平成24年２月29日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 　 142,262

売 上 原 価 　 127,844

売 上 総 利 益 　 14,418

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 14,066

営 業 利 益 　 351

営 業 外 収 益 　 　

受 取 利 息 ・ 配 当 金 64 　

賃 貸 不 動 産 収 入 147 　

そ の 他 100 313

営 業 外 費 用 　 　

支 払 利 息 10 　

賃 貸 不 動 産 費 用 128 　

そ の 他 20 158

経 常 利 益 　 506

特 別 利 益 　 　

投 資 有 価 証 券 売 却 益 456 　

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 70 　

そ の 他 66 592

特 別 損 失 　 　

固 定 資 産 除 却 損 11 　

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 97 　

関 係 会 社 出 資 金 売 却 損  155 　

関 係 会 社 株 式 評 価 損 66 　

関 係 会 社 整 理 損 失 9 　

災 害 に よ る 損 失 52 　

そ の 他 24 417

税 引 前 当 期 純 利 益 　 681

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 109 　

法 人 税 等 調 整 額 77 186

当 期 純 利 益 　 494
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株主資本等変動計算書

(平成23年３月１日から
平成24年２月29日まで)

（単位：百万円）

　

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計

資本準備金
その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合　　　計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計配当準備

積 立 金
固 定 資 産
圧縮積立金

別　途
積立金

繰越利益
剰 余 金

平成23年２月28日　残高 8,634 8,377 0 8,377 537 920 30 10,990 6,682 19,159 △956 35,215

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

固定資産圧縮積立金の積立 　 　 　 　 　 　 3 　 △3 － 　 －

固定資産圧縮積立金の取崩 　 　 　 　 　 　 △3 　 3 － 　 －

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 　 　 　 　 △498 △498 　 △498

当 期 純 利 益 　 　 　 　 　 　 　 　 494 494 　 494

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 △780 △780

自己株式の処分 　 　 △0 △0 　 　 　 　 　 　 0 0

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計 － － △0 △0 － － 0 － △4 △4 △779 △784

平成24年２月29日　残高 8,634 8,377 0 8,377 537 920 30 10,990 6,678 19,155 △1,736 34,431

　

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成23年２月28日　残高 754 △17 736 35,952

事業年度中の変動額 　 　 　 　

固定資産圧縮積立金の積立 　 　 　 －

固定資産圧縮積立金の取崩 　 　 　 －

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 △498

当 期 純 利 益 　 　 　 494

自己株式の取得 　 　 　 △780

自己株式の処分 　 　 　 0

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

△434 56 △377 △377

事業年度中の変動額合計 △434 56 △377 △1,161

平成24年２月29日　残高 319 39 359 34,790
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個　別　注　記　表

　

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

・子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

・その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定している）

時価のないもの

移動平均法による原価法

②　デリバティブ

時価法

③　たな卸資産

・商品・原材料 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）

・製品・仕掛品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）

・貯蔵品 最終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　 定率法

　 ただし、関係会社に対する賃貸不動産については定額法によってお

ります。また、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については定額法によっております。

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　 建物　　　　　　　10年～31年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

ソフトウェア 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。

③　投資その他の資産（リース資産を除く）

賃貸不動産 定額法

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　 建物及び構築物　　７年～31年

④　リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して

おります。なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成21年２月28日以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討して回収不能見込額を計上してお

ります。

②　賞与引当金

従業員に支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定率法により算出した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。

④　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

⑤　債務保証損失引当金

債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を

計上しております。

(4) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

(5）ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

手段：為替予約

対象：輸入仕入による外貨建買入債務及び外貨建予定債務

③　ヘッジ方針

為替相場変動リスクをヘッジするため実需に基づく予定取引を対象として社内管理規程

に基づく承認を経て行っております。

④　ヘッジの有効性評価の方法

為替予約取引については、ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相場変動の累計

を比較し、両者の変動額を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。

(6）消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

(7) のれんの償却に関する事項

のれんのうち重要なものはその投資効果の発現する期間を個別に見積もり、発生日以後20

年以内で均等償却し、金額に重要性が乏しい場合には、発生年度に一括償却しております。
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２．会計方針の変更

（資産除去債務に関する会計基準等の適用）

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号  平成20年３

月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21

号  平成20年３月31日）を適用しております。

  これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ9百万円、税引前当期純利益は106百万円減少

しております。　

　

３．貸借対照表に関する注記

(1）担保に供している資産及び担保に係る債務

現金及び預金 90百万円

上記物件について、当社及び子会社㈱マルフジの取引保証（当社買掛金109百万円、子

会社買掛金13百万円）の担保に供しております。

(2）有形固定資産の減価償却累計額 12,562百万円

(3）保証債務

下記の関係会社等の金融機関からの借入等に対し、債務保証を行っております。

　 ㈲キロサ肉畜生産センター 2,876百万円

　 その他（５件） 222百万円

　 計 3,099百万円

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表記したものを除く）

・関係会社に対する短期金銭債権 989百万円

・関係会社に対する短期金銭債務 1,694百万円

　

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

・関係会社に対する売上高 13,128百万円

・関係会社からの仕入高 41,078百万円

・関係会社との販売費及び一般管理費の取引高 124百万円

・関係会社との営業取引以外の取引高 171百万円

　

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 前事業年度末の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,099千株 1,127千株 0千株 2,227千株

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加1,127千株は、取締役会決議に基づく自己株式の取

得による増加1,126千株、単元未満株式の買取りによる増加1千株であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少0千株は、単元未満株式の買増請求によるものであ

ります。
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６．税効果会計に関する注記

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

①　流動の部

繰延税金資産

　 賞与引当金 180百万円

　 その他 67百万円

　 計 248百万円

　 繰延税金負債 　

　 その他 △26百万円

　 計 △26百万円

　 合計 222百万円

②　固定の部

繰延税金資産

　 その他 377百万円

　 小計 377百万円

　 評価性引当額 △233百万円

　 計 143百万円

　 繰延税金負債 　

　 その他有価証券評価差額金 △169百万円

　 その他 △35百万円

　 計 △205百万円

　 合計 △62百万円

　 繰延税金資産（負債）の純額 160百万円

(2）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

平成23年12月２日に「経済社会の構造変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等

の一部を改正する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施

策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布

され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度より法人税率が変更されることとなりまし

た。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、一時差

異等に係る解消時期に応じて以下のとおりとなります。

平成25年２月28日まで 　39.7 ％

平成25年３月１日から平成28年２月29日 　37.2 ％

平成28年３月１日以降 　34.8 ％

この変更により、当事業年度末の繰延税金資産は19百万円、繰延税金負債は25百万円それ

ぞれ減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額は17百万円、その他有価証券評価差額

金は23百万円それぞれ増加しております。
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７．リースにより使用する固定資産に関する注記

(1) 事業年度の末日における取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　 　 　 （単位：百万円）

　 取 得 価 額 相 当 額 減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額

建 物 48 32 15

機 械 及 び 装 置 133 115 17

車 両 運 搬 具 100 86 14

工具、器具及び備品 41 39 2

合 計 324 274 49

(2) 未経過リース料期末残高相当額

　 １年内 31百万円

　 １年超 28百万円

　 合計 59百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　 支払リース料 93百万円

　 減価償却費相当額 87百万円

　 支払利息相当額 2百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各事業年度への

配分方法については、利息法によっております。
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８．退職給付会計に関する注記

(1) 企業の採用する退職給付制度の概要

当社は、確定拠出年金制度と確定給付企業年金制度を設けております。また、執行役員に

ついては規程に基づく社内引当による退職一時金制度を設けております。

(2) 退職給付債務等の内容

①　退職給付債務に関する事項

（平成24年２月29日現在）

　 （単位：百万円）

①退職給付債務 △2,038

②年金資産（退職給付信託を含む） 1,708

③小計（①＋②） △329

④未認識数理計算上の差異 157

⑤未認識過去勤務債務 195

⑥合計（③＋④＋⑤） 23

⑦前払年金費用 48

⑧退職給付引当金（⑥－⑦） △24

　

②　退職給付費用に関する事項

（自平成23年３月１日　至平成24年２月29日）

　 （単位：百万円）

①勤務費用 129

②利息費用 37

③期待運用収益 △31

④数理計算上の差異の費用処理額 25

⑤過去勤務債務の費用処理額 32

⑥退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤） 193

⑦その他 42

⑧計（⑥＋⑦） 235

（注）「⑦その他」は、確定拠出年金への掛金支払額であります。

　

③　退職給付債務等の計算基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 2.0％

③期待運用収益率 2.7％

④過去勤務債務の額の処理年数 10年

⑤数理計算上の差異の処理年数 10年
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９．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

種 類 会社等の名称
資本金又
は出資金
(百万円)

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

　
関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社

三菱商事㈱ 204,446 総合商社
(被所有)
直接　
25.6　

原料・商品
の供給
役員の兼任

原料・商品
の仕入
(注) 

16,495 買 掛 金 4,038

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて

おります。　

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)　原料・商品の仕入については、三菱商事㈱以外からも複数の見積もりを入手し、市場の

実勢価格を勘案して発注先及び価格を決定しております。　

　

(2) 子会社及び関連会社等

属 性 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者との関係 取引の内容
取 引 金 額
(百万円)
(注３)

科 目
期末残高
(百万円)

子会社 米久かがやき㈱ 
所有

直接100％ 

資 金 の 援 助
原料・製品の供給
技 術 指 導
役 員 の 兼 任

商品の仕入
（注１）

20,950 買 掛 金 800

資金の回収
（注２）

680
関 係 会 社
長期貸付金

100

子会社 米久デリカフーズ㈱
所有

直接100％

資 金 の 援 助
原料・製品の供給
技 術 指 導
役 員 の 兼 任

資金の貸付
（注２）

300
関 係 会 社
長期貸付金

1,866

子会社 米久おいしい鶏㈱
所有

直接100％

資 金 の 援 助
製 品 の 供 給
技 術 指 導
役 員 の 兼 任

資金の回収
（注２）

280
関 係 会 社
長期貸付金

826

子会社
農事組合法人
広島県東部養豚組合

所有
直接　0％

　　　（注３）
　

資 金 の 援 助
資金の貸付
（注２）

450
関 係 会 社
長期貸付金

950

関連会社 MIY㈱ 所有
直接33.3％

役 員 の 兼 任
増資の引受
（注４）

3,300 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）商品の仕入に関しては、米久かがやき㈱より提示された総原価を基に、価格交渉

の上、決定しております。

（注２）資金の貸付に関しては、市場金利を勘案して決定しております。

（注３）持分はありませんが、実質的に支配しているため子会社としております。

（注４）MIY㈱の行った第３者割当増資を１株につき10百万円で引受たものであります。

（注５）取引金額には消費税等は含まれておりません。
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10．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,308円78銭

(2) １株当たり当期純利益 18円06銭

　
11．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。　
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連結計算書類に係る会計監査報告

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成24年４月13日　

　米 久 株 式 会 社 　

　 取　締　役　会　　御　中 　

　 有限責任監査法人トーマツ 　

　

　
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 向 　 眞 生 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鴫 原 泰 貴 

　

　
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、米久株式会社の平成

23年３月１日から平成24年２月29日までの連結会計年度の連結計算書類、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び

連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明

することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び

に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の

表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、米久株式会社及び連結子会社から成

る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成24年４月13日　

　米 久 株 式 会 社 　

　 取　締　役　会　　御　中 　

　 有限責任監査法人トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 向　　　眞　生　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鴫　原　泰　貴　

　

　
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、米久株式会

社の平成23年３月１日から平成24年２月29日までの第43期事業年度の計算書

類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附

属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計

算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属

明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

　 監　査　報　告　書 　

　 当監査役会は、平成23年３月１日から平成24年２月29日までの第43期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
　
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査役会が定

めた監査の方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用

人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも

に、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁

書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調

査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が

法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務

の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及

び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に

基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使

用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に

応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社については、子会社

の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子

会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に

係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行なわれることを確保するための体制」（会

社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（平成17年10月28日　企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知

を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業

年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及

び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検

討いたしました。
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　２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に

違反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。なお、財務報告の信頼性を確保するための体制（財務報告に係

る内部統制）については、本報告書の作成時点において取締役等よ

り有効である旨及び有限責任監査法人トーマツからは、重要な欠陥

はない旨の報告を受けております。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

　

　 平成24年４月23日 　

　 米久株式会社　　　監査役会 　

　

常勤社外監査役 百 崎 　 毅 

社 外 監 査 役 大 川 康 平 

社 外 監 査 役 市 東 康 男 

社 外 監 査 役 判 治 孝 之 

　

以　上
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株主総会参考書類
　

第１号議案　剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

当社は、当期の連結業績並びに今後の事業展開等を勘案した年一回の

配当を安定的に継続することを利益配分に関する基本方針と位置付け、

株主の皆様への利益還元を目指してまいります。また、内部留保金につ

きましては、事業投資をはじめとした収益性向上に資する施策に充当し、

企業価値向上を図ることにより、株主の皆様の期待に応えてまいりたい

と考えております。

つきましては、第43期の期末配当を、以下のとおりといたしたいと存

じます。

①　配当財産の種類

金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金18円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は478,484,172円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

平成24年５月25日といたしたいと存じます。
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第２号議案　取締役６名選任の件

取締役　藤井　明、桑田和男、中西安廣、宮下　功、福西　毅、種本祐子

の６氏は本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締

役６名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生　年　月　日)

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株式の数

１
ふじ

藤
い

井 　
あきら

明
(昭和26年１月27日生)

昭和49年４月　三菱商事㈱入社

平成８年１月　同社　穀物部米事業チームリー

ダー

平成14年３月　米国三菱商事会社　生活産業部

門　SVP

平成16年４月　三菱商事㈱食糧本部戦略企画室

長

平成17年４月　同社　執行役員 食糧本部長

平成20年４月　当社顧問

平成20年５月　代表取締役社長（現任）

44,300株

※
２

たん

丹
だ

田
まさ

雅
とし

敏
(昭和28年９月１日生)

昭和52年４月　三菱商事㈱入社

平成14年５月　Alpac Pulp Sales Inc. Vice

President,Finance

平成18年９月　金商㈱（現 三菱商事ユニメタル

ズ㈱）代表取締役専務執行役員

（現任）

－

３
なか

中
にし

西
やす

安
ひろ

廣
(昭和23年７月５日生)

昭和42年４月　協同飼料㈱入社

昭和52年５月　当社入社

昭和61年１月　営業第一部長

昭和63年５月　取締役

平成13年５月　常務取締役

平成18年５月　常務執行役員

平成20年４月　営業本部長（現任）

平成20年５月　取締役（現任）

平成22年５月　専務執行役員（現任）

13,200株
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候補者
番 号

氏 名
(生　年　月　日)

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株式の数

４
みや

宮
した

下 　
いさお

功
(昭和43年２月15日生)

平成２年４月　三菱商事㈱入社

平成14年８月　フードリンク㈱取締役

平成15年６月　㈱ジャパンファーム取締役

平成18年５月　三菱商事㈱食肉事業ユニット

平成19年４月　当社社長付

平成19年５月　執行役員

経営企画室長（現任）

平成20年４月　商品本部長

平成20年５月　取締役常務執行役員（現任）

4,800株

５
ふく

福
にし

西 　
つよし

毅
(昭和35年７月25日生)

昭和58年４月　当社入社

平成10年４月　生産本部長兼夢工場長

平成10年５月　取締役

平成18年５月　執行役員

平成20年５月　常務執行役員（現任）

平成21年３月　生産本部長（現任）

平成22年５月　取締役（現任）　

6,200株

６
たね

種
もと

本
ゆう

祐
こ

子
(昭和32年１月23日生)

昭和63年４月　㈱やまざき（現㈱ヴィノスやま

ざき）常務取締役

平成15年４月　㈱ヴィノスやまざき専務取締役

ＣＯＯ（現任）

平成22年５月　当社取締役（現任）　

（重要な兼職の状況）

㈱ヴィノスやまざき専務取締役ＣＯＯ

－

（注）１. ※印は、新任の取締役候補者であります。

　　　２. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

      ３．種本祐子氏は、社外取締役候補者であります。

　　　４．種本祐子氏を社外取締役候補者とした理由は、長年にわたる経営者としての豊富な経

験と幅広い見識を当社の経営に活かしていただくことを期待したためであります。

          なお、同氏は、現在当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は本総会

　　　　　終結の時をもって２年となります。

５．種本祐子氏と当社は、会社法第427条第１項に基づく責任限定契約を締結しており、種

本祐子氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定です。職務を行うに

つき、善意でかつ重大な過失がないときの責任限度額は、定款の定めにより法令が定

める最低責任限度額としています。

６．当社は、種本祐子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引

所に届け出ております。
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第３号議案　監査役３名選任の件

監査役百崎毅、大川康平の両氏は、本総会終結の時をもって任期満了とな

り、また、監査役判治孝之氏は、本総会終結の時をもって辞任されますので、

監査役３名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は次のとおりであります。　

候補者
番 号

氏 名
(生　年　月　日)

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社株式の数

※
１

つち

土
や

屋
まさ

昌
き

樹

(昭和31年７月８日生)

昭和54年４月　当社入社

平成７年５月　取締役社長室長

平成11年３月　御殿場高原ビール㈱代表取締役社

長

平成19年７月　当社管理本部副本部長兼CSR室長

（現任）

平成19年９月　執行役員（現任）

2,600株

２

おお

大
かわ

川
こう

康
へい

平

(昭和35年９月14日生)

昭和62年４月　弁護士登録、梶谷法律事務所入所

平成６年４月　大川・永友法律事務所（現大川法

律事務所）入所（現任)

平成10年５月　当社監査役（現任）

（重要な兼職の状況）

   イー・ガーディアン㈱社外監査役　

-

※
３

たか

髙
の

野
せ

瀬 　
つとむ

励

(昭和33年10月14日生)

昭和57年４月　三菱商事㈱入社

平成４年５月　同社クアラルンプール支店食料部

長

平成15年４月　日清製油㈱（現日清オイリオグル

ープ㈱）海外事業管理部長　

平成16年６月　三菱商事㈱食糧本部油脂ユニット

マネージャー

平成23年４月　同社農水産本部副本部長兼油脂ユ

ニットマネージャー（現任）　

（重要な兼職の状況）

　三菱商事㈱農水産本部副本部長兼油脂ユニット

マネージャー

　日東富士製粉㈱社外監査役　

-

 (注) １.※印は、新任の監査役候補者であります。

　　  ２.各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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　　　３.大川康平氏及び髙野瀬励氏は、社外監査役候補者であります。

　　　４.社外監査役候補者とする理由

　　　 ・大川康平氏は、弁護士として豊富な経験と専門知識を有しており、その経歴を通

　　　　 じて培われた見識等を活かして監査業務を適切に行っていただくため、社外監査役と

　　　　 して選任をお願いするものであります。なお、同氏は、現在当社の社外監査役であ

　　　　 り、監査役としての在任期間は本総会終結の時をもって14年となります。　

　　　 ・髙野瀬励氏は、三菱商事㈱農水産本部副本部長兼油脂ユニットマネージャーを

         務めるなど、実業界における高い見識と豊富な経験を有しています。

         これらを活かし、経営全般について広範かつ高度な視野で監査いただくことが

         期待できるため、社外監査役として選任をお願いするものであります。

         なお、同氏は、上記略歴に記載したとおり当社の特定関係事業者（主要な取引先）

         である三菱商事㈱の業務執行者であり、同社から使用人として給与の支給を

         受けています。

　　 ５.責任限定契約の内容の概要

　　　 ・大川康平氏と当社は、会社法第427条第１項に基づく責任限定契約を締結しており、

　　　　 大川康平氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定です。職務を行うに

　　　　 つき、善意でかつ重大な過失がないときの責任限度額は、定款の定めにより法令が定

         める最低責任限度額としています。

       ・髙野瀬励氏の選任が承認された場合は、同内容の責任限定契約を締結する予定です。
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第４号議案　役員賞与支給の件

当期末時点の取締役６名のうち社外取締役１名を除く５名に対し、当期の

業績等を勘案して、役員賞与総額24,500千円を支給することといたしたいと

存じます。

　　

第５号議案　退任取締役に対する退職慰労金贈呈の件

本総会終結の時をもって任期満了により取締役を退任いたします桑田和男

氏に対し、在任中の功労に報いるため、当社の定める一定の基準に従い、相

当の範囲内において退職慰労金を贈呈することといたしたいと存じます。

なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は取締役会にご一任願いたい

と存じます。

退任取締役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

桑 田 和 男
平成19年５月　当社専務取締役

平成20年５月　当社取締役（現任）　

　

以　上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
　

会場：静岡県沼津市上土町100-1　沼津リバーサイドホテル

※本年より会場を変更しておりますのでご注意ください。
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【交通機関のご案内】
ＪＲ沼津駅南口より 徒　　歩　約10分
ＪＲ三島駅（新幹線）より タクシー　約20分

　       なお、駐車場（有料）の数に限りがございますので、なるべく公共
　　　　 交通機関にてご来場いただきますようお願い申し上げます。




